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三協立山アルミ㈱ 

  貸   借   対   照   表   

（平成 19 年 5月 31 日現在） 

                                    （単位：百万円） 

科          目 金      額 科          目 金      額 

 資 産 の 部          232,649        負 債 の 部          159,162  

 流  動  資  産 116,062    流  動  負  債 131,400   

     現 金 及 び 預 金 11,784        支 払 手 形  9,417   

     受 取 手 形 35,488        買 掛 金 61,631   

     売 掛 金 40,232        短 期 借 入 金 34,500   

     商 品 20,080        一年内に返済予定の 
     前 払 費 用   219        長 期 借 入 金  12,179   

     関係会社短期貸付金 10,385        未 払 金  5,402   

     未 収 入 金 1,423        未 払 法 人 税 等    190   

     その他の流動資産      285        未 払 消 費 税  373   

   貸 倒 引 当 金    △ 3,836      未 払 費 用 2,054   

       前 受 金     5,438   

        預 り 金     108   

 固  定  資  産 116,586    設備関係支払手形            27   

 (有 形 固 定 資 産) (79,549)       その他の流動負債    76   

     建 物 30,240           

     構 築 物  1,623    固 定 負 債 27,762   

     機 械 及 び 装 置    617        長 期 借 入 金 17,406   

     車両及び運搬具      2        繰 延 税 金 負 債  2,289   

     工具器具及び備品   388        長 期 未 払 金  419   

     土 地 46,668        再 評 価 に 係 る 
     建 設 仮 勘 定      9        繰 延 税 金 負 債 

    

  6,760   

 (無 形 固 定 資 産)    (198)    退 職 給 付 引 当 金    305   

     借 地 権     78     その他の固定負債        580   

     ソ フ ト ウ ェ ア    116     

     その他の無形固定資産     3   純 資 産 の 部        73,487  

 (投資その他の資産) (36,838)  株 主 資 本 
     投 資 有 価 証 券 14,422     資 本 金  28,399   

     関 係 会 社 株 式  10,946    資 本 剰 余 金  26,217   

     出 資 金    124        資 本 準 備 金   22,212   

     長 期 貸 付 金  8,898        その他資本剰余金   4,004   

     従業員長期貸付金    207     利 益 剰 余 金  15,480   

     破産､更生債権等  5,013      その他利益剰余金  15,480   

     長 期 前 払 費 用    49      繰 越利益剰 余金 15,480   

     敷 金  1,227   株 主 資 本 合 計     70,096 

     そ の 他 の 投 資    1,206   評価・換算差額等  

     貸 倒 引 当 金 △ 5,256   その他有価証券評価差額金   3,333   

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益    18   

  土地再評価差額金  38   

  評価・換算差額等合計 3,390   

  純 資 産 合 計  73,487   

  資   産   合   計 232,649   負債及び純資産合計 232,649   
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損   益   計   算   書  
            （平成 18 年 6月 1日から平成 19 年 5月 31 日まで） 
                                           （単位：百万円） 
 科               目 金 額 
    売 上 高  287,943     

    売 上 原 価      233,768       

        売 上 総 利 益  54,175          

    販売費及び一般管理費       53,514      

        営 業 利 益  661     

   
   営 業 外 収 益     

    受 取 利 息 458          

     受 取 配 当 金 362          

     保 険 配 当 金 等 収 入 107         

     そ の 他         841          1,769     

   営 業 外 費 用  

     支 払 利 息 1,331     

       売 上 割 引 885     

     そ の 他         686              2,903         
        経 常 損 失    473     

   
  特 別 利 益  
     固 定 資 産 売 却 益 195     

     投 資 有 価 証 券 売 却 益  684     

    ゴ ルフ会員 権売却益      10     

       国 庫 補 助 金 等           44       934     

  特 別 損 失 
 固 定 資 産 除 却 損 153     

 固 定 資 産 売 却 損 102     

    固 定 資 産 圧 縮 損 44     

 投 資 有 価 証 券 売 却損 2     

 投 資有価証 券評価損 43     

 関係会社貸倒引当金繰入額 466     

 会  員  券  等  評  価  損 5     

   関 係会社株 式評価損 255     

   合 併 費 用 324     

    減 損 損 失         106               1,505        

  税 引 前 当 期 純 損 失       1,043 

     法人税､住民税及び事業税       93     

       法 人 税 等 調 整 額     △  95         

  当 期 純 損 失        1,040 
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 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書   
             （平成 18 年 6月 1日から平成 19 年 5月 31 日まで） 

（単位：百万円） 
             株   主   資   本  評価・換算差額等   

    
   資本剰余金 

利益剰余

金             

       その他利益 株主 その他 繰延 土地 評価・ 純資産

  資本金 資本 その他資本 剰 余 金 資本 有価証券 ヘッジ 再評価 換算差額 合計 

    準備金 剰余金 繰越利益 合計 評価 損益 差額金 等合計   

       剰余金   差額金         

                    

前期末残高 28,399 8,997 4,004 21,658 63,060 3,084 9 1,463 4,557 67,618

当期変動額                     

剰余金の配当      △ 3,280 △ 3,280         △ 3,280

当期純損失（△）      △ 1,040 △ 1,040         △ 1,040

土地再評価差額金取崩      △ 577 △577           △ 577

合併による増減   13,215    △ 1,280 11,935   11,935

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額）               249  8 △ 1,425 △ 1,167 △ 1,167

当期変動額合計 － － － △ 6,178 7.036 249 8 △ 1,425 △ 1,167 5,869

当期末残高 28,399 22,212 4,004 15,480 70,096 3,333 18 38 3,390 73,487
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個別注記表 

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記      
1．有価証券の評価基準および評価方法 

    関係会社株式                 移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法 

    そ  の  他  有  価  証  券   

         時 価 の あ る も の            決算末日の市場価格等に基づく時価法 

                   (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 

より算定しております。) 

         時 価 の な い も の            移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法 
 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法     移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法 
 

３．固定資産の減価償却の方法  

   有 形 固 定 資 産 

    建物（建物附属設備は除く）                                   

平成 10 年 3 月 31 日以前に取得したもの                       

法人税法に規定する旧定率法 

平成 10 年 4 月 1 日から平成 19 年 3 月 31 日までに取得したもの 

                      法人税法に規定する旧定額法 

平成 19 年 4 月 1 日以降に所得したもの 

                      法人税法に規定する定額法 

    その他の有形固定資産 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したもの 

                           法人税法に規定する旧定率法 

     平成 19 年 4 月 1 日以降に取得したもの 

                           法人税法に規定する定率法 

   会計方針の変更   法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成 19 年 3 

             月 30 日 法律第 6 号)および(法人税法施行令の一部を改正する法

令 平成 19 年 3 月 30 日 政令第 83 号))に伴い、平成 19 年 4 月 1

日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法 

             に変更しております。 

             これによる損益に与える影響額は軽微であります。 

    無 形 固 定 資 産                          定  額  法 

        ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年） 

       に基づく定額法によっております。 

 

４．引 当 金 の 計 上 基 準        

   貸 倒 引 当 金      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒 

                          実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収 

                          の可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

 

  退職給付引当金      従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務お 

                          よび年金資産の見込額に基づき計上しております。 

                          なお、会計基準変更時差異については、15 年間による按分額を営

業外費用に計上しております。数理計算上の差異については、従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法により翌期か

ら費用処理しております。 

過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（１０年）による按分額を費用処理しており

ます。 
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５．リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６． ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計対象取引は為替予約および金利スワップであり、原則として繰延ヘッジ処

理を行っており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を行

っております。 

 

７． 消費税および地方消費税は、税抜きの会計処理を行っております。 

 

８． 追加情報 

   役員の退職給与、退職慰労金の支給にあてるため、内規に基づく期末要支給額の 100 

  ％を役員退職給与引当金として計上しておりましたが、第61回定時株主総会において、 

  平成 18 年 8 月をもって役員退職金制度を廃止し、同株主総会終結時までの在任期間に 

  係る役員退職金の贈呈が決議されました。なお、同株主総会終了後引き続き在任する取 

  締役又は監査役に対する支払いの時期は、取締役又は監査役を退任した後とすることが

決議されました。 

  これにより、当事業年度において「役員退職給与引当金」は「長期未払金」として表示 

  しております。 

  

２．貸借対照表等に関する注記 

１．担保に供している資産・担保に係る債務の金額 

  （１）担保に供している資産 

    建 物   18,709 百万円       構 築 物      244 百万円 

    機 械 及 び 装 置     146 百万円       工具器具及び備品     1 百万円 

    土 地  26,093 百万円       投 資 有 価 証 券     540 百万円 

（２）担保権により担保されている債務 

  一年以内に返済 

予定の長期借入金   3,653 百万円    長 期 借 入 金  1,245 百万円 

買 掛 金       155 百万円    支 払 手 形    4 百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額                   90,346 百万円 

 

３. 圧 縮 記 帳 

   当期に取得した有形固定資産のうち、国庫補助金等による圧縮記帳額は以下のとおり 

   であり、貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。 

    機 械 及 び 装 置   25 百万円    工 具 器 具 備 品    19 百万円 

 

４．保      証      債      務                                    1,489 百万円 

   関係会社等および従業員の金融機関からの借入金等に対して債務保証を行っており

ます。    (共同連帯保証等による実質他社負担額 580 百万円を含む) 

 

５．関係会社に対する短期金銭債権                                     12,484 百万円 

  関係会社に対する短期金銭債務                                     20,098 百万円 

  関係会社に対する長期金銭債権                                                              3,281 百万円 

  関係会社に対する長期金銭債務                    13,757 百万円 
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６．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行っております。なお、再評価差額に関する税金相当額を再評

価に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、これを控除した金額を土地再評価差

額金（合併受入れによるものを含む）として純資産の部に計上しております。 

        再 評 価 の 方 法 

        主に、土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９

号）第２条第５号によるところの鑑定評価による方法としておりますが、一部につ

いては、同条第４号によるところの地価税の計算のために公表された方法により算

定した価額に合理的な調整を行う方法としております。 

        再 評 価 を 行 っ た 年 月 日                 平成 13 年 5 月 31 日 

        当該事業用土地の当期末における時価と再評価および減損処理後の帳簿価額との

差額                               6,223 百万円 

 

３．損益計算書に関する注記 

１．関係会社との営業取引高・営業取引以外の取引高 

    関係会社との営業取引高                   41,934 百万円 

    関係会社との営業取引以外の取引による取引高        19,227 百万円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

１. 当事業年度の末日における発行済株式の数 

     普通株式   273,357,759 株 

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

（１） 配当金支払額 

①平成１８年８月２９日の定時株主総会において、次のとおり決議しておりま

す。 

配当金の総額                    1,640,146,554 円 

１株当たりの配当額                    6 円 00 銭 

基   準   日              平成１８年５月３１日 

効 力 発 生 日              平成１８年８月３０日 

②平成１９年１月２３日の取締役会において、次のとおり決議しております。 

配当金の総額                    1,640,146,554 円 

１株当たりの配当額                    6 円 00 銭 

基   準   日             平成１８年１１月３０日 

効 力 発 生 日             平成１９年 ２月 ２日 

 

 

３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 
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基準日が当期に属する配当のうち、配当効力発生日が翌期となるもの 

     平成１９年８月２０日の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。 

配当金の総額                    1,366,788,795 円 

配当金の原資                      利益剰余金 

１株当たりの配当額                    5 円 00 銭 

基     準     日              平成１９年５月３１日 

効 力 発 生 日              平成１９年８月２１日 

 

 

 

 

５．税効果会計に関する注記 
(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

    た な 卸 資 産 評 価 損                  577 百万円 

    貸倒引当金および貸倒償却               3,092 百万円 

    退職給付引当金および 

    役員退職給与未払金               293 百万円 

    未 払 費 用 等                  179 百万円 

    投資有価証券評価損                          1,105 百万円 

    繰 越 欠 損 金                          4,335 百万円 

    減 損 損 失 等                1,038 百万円 

    会 員 権 等 評 価 損 等               166 百万円 

    そ  の  他                      75 百万円 

   繰 延 税 金 資 産 小 計                10,865 百万円 

    評 価 性 引 当 金          △    10,865 百万円 

   繰延税金負債と相殺                       － 

   繰 延 税 金 資 産 純 額                     － 

（繰延税金負債）  

   その他有価証券評価差額金            2,277 百万円 

   繰延ヘッジ損益                   12 百万円 

  繰 延 税 金 負 債               2,289 百万円 

   土地再評価に係る 

    繰 延 税 金 負 債               6,760 百万円 

 

(2) 税引前当期純損失を計上しておりますので、「法定実効税率」と「税効果会計適

用後の法人税等の負担率」との差異の主な項目別の内訳は省略しております。 

 

 

 

 

 

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
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ス取引 
  
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
  
    
 有形固定資産 

（工具器具及

び備品） 

（百万円） 

無形固定資産 

（ソフトウェア） 

 

（百万円） 

車両 

及び 

 運搬具 

（百万円） 

 
合 計 
 
 
（百万円） 

取得価額相当額 765  787 8 1,561 

減価償却累計額相当額 617 614 1 1,232 

期末残高相当額 148 173 6   329 
 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高
等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 
② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 222百万円 
１年超 106百万円 
合計 329百万円 

    
なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が、有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定してお
ります。 

  
③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 328百万円
減価償却費相当額 328百万円

 
  
④ 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

７．関連当事者との取引に関する注記 

1. 親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等 

の名称 

議決権の所有 

(被所有)割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（百万円） 

科目 期末残高 

（百万円）

資金の借入

資金の返済

 

 

利息の支払

経営指導料の支払

29,100 

9,050 

 

 

527 

1,455 

短期借入金 

一年内に返済 

の長期借入金 

長期借入金 

未払金 

 

9,000

5,600

13,600

170

親会社 三協立山
ホールディ

ングス㈱ 

被所有 

 直接 100％ 

持株会社 

役員の兼任

賃 貸 収 入

事務手数料の受取

50 

11 

－ － 

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注 1)資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

   なお、担保は提供しておりません。 

(注 2)経営指導料等については、三協立山ホールディングス㈱より提示された料率を基礎として 

    毎期交渉の上決定しております。 

2. 兄弟会社等 
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 属性 会社等 

の名称 

議決権の所有 

(被所有)割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（百万円） 

科目 期末残高 

（百万円）

資金の貸付

資金の回収

7,012 

3,412 

短期貸付金 

長期貸付金 

9,582

6,354

賃 貸 収 入

事務手数料の受取

貸付金利息

2,346 

223 

357 

売 掛 金

未 収 入 金

 

208

830

商 品 仕 入 170,483 買 掛 金 56,669

親会社の

子会社 
ＳＴプロ

ダクツ㈱ 

なし 当社製品の

製造 

試験研究費の支払 366 未 払 金 80

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 
取引条件および取引条件の決定方針等 

(注 1)資金の貸付については、貸付金利は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

(注 2)賃貸収入については、実費に基づいて交渉の上、賃貸料金額を決定しております。 

(注 3)価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定 

しております。 

 

 

８．１株当たり情報に関する注記 
 
１．１株当たり純資産                                                                                  268 円 83 銭 

２．１株当たり当期純損失金額                           3 円 80 銭 

 1 株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当期純損失金額 1,040 百万円 

普通株式に帰属しない金額 －百万円 

普通株式に係る当期純損失金額 1,040 百万円 

期中平均株式数 273,357 千株 

 

 

 

 

 

９．重要な後発事象に関する注記 
 

 

当社とＳＴプロダクツ株式会社は平成１９年６月１日にマテリアル事業を共同新設分 

割(分割先：三協マテリアル株式会社)いたしました。 

 

 

分割した資産負債・純資産の内訳 

流動資産             5,691 百万円 

固定資産             7,555 百万円 

流動負債               20 百万円 

固定負債             5,841 百万円 

純 資 産              7,385 百万円 

 

 

 

  また、平成１９年６月 1 日に商業施設事業を三協立山ホールディングス株式会社に吸収
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分割いたしました。 

   

 

分割した資産負債・純資産の内訳 

固定資産             2,571 百万円 

固定負債             2,571 百万円 

 

 

 

 

１０．退職給付会計に関する注記 

退職給付債務に関する事項 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、企業年金基金制度を設けております。 

 

 

(2) 退職給付債務に関する事項 

①退 職 給 付 債 務           △59,151 百万円 

       ②年  金  資  産               56,933 百万円 

       ③未積立退職給付債務（①＋②）             2,217 百万円 

       ④会計基準変更時差異の未処理額            3,799 百万円 

       ⑤未認識数理計算上の差異              △ 311 百万円 

       ⑥未認識過去勤務債務額                △1,575 百万円 

       ⑦差引 退職給付引当金                 305 百万円 

 

 退職給付費用に関する事項 

①勤  務  費  用                 2,299 百万円 

       ②利  息  費  用                 1,180 百万円 

       ③期待運用収益                △1,107 百万円 

       ④数理計算上の差異の費用処理額              790 百万円 

       ⑤会計基準変更時差異の費用処理額            472 百万円 

       ⑥過去勤務債務の費用処理額                △195 百万円 

    ⑦出向会社負担               △1,191 百万円 

       ⑧退 職 給 付 費 用             2,248 百万円 

 

 

(3) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

       ①割  引  率                         2.0％ 

       ②期 待 運 用 収 益 率                     2.0％ 

       ③退職給付見込額の期間配分方法            期間定額基準 

       ④過去勤務債務の処理年数                       10 年 

       ⑤数理計算上の差異の処理年数                     10 年 

         ⑥会計基準変更時差異の処理年数                    15 年 

 

 

１１．その他の注記 
 
金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 


